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本日の議題

• 2025年2月に閣議決定した「エネルギー基本計画」においては、地内系統等の計画的な整備

を促す枠組みや、北海道・本州間海底直流送電や関門連系線等の大規模な地域間連系線の整

備に向けた資金調達の円滑化に関する措置を検討すること等を提示している。

• 今後、データセンター等の大規模需要の国内立地により電力需要が増加する見込みの中、電

力の安定供給や再エネの大量導入を進めていく上では、系統整備の必要性は高まっていく。

こうした中、系統整備を計画的・効率的に進めるためには、エネルギー基本計画で提示して

いるとおり、資金調達の円滑化を含めた制度的措置を講じることが重要となる。

• 上記を踏まえ、本日は、送配電分野において今後検討を行うべき事項の方向性について、御

議論頂きたい。

① 地内系統の計画的な系統整備を促す仕組み

② 大規模系統整備等に係る資金調達の円滑化等に関する制度的対応の方向性等
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【参考】第７次エネルギー基本計画（抜粋）

② 電力ネットワーク（系統）の増強

（ア）地域間連系線や地内基幹系統等の整備

地域間連系線については、再生可能エネルギーの導入等に計画的に対応するため、広域連系系統のマス
タープランを踏まえて整備を進め、費用を再生可能エネルギー賦課金や全国の託送料金等を通じて負担する
仕組みを導入している。こうした制度の下、北海道・本州間の海底直流送電や中国九州間連系設備（関門連
系線）の整備など、今後１０年間程度で、過去１０年間（約１２０万ｋＷ）と比べて８倍以上の規模（１０
００万ｋＷ以上）で整備を目指しており、資金調達等の課題に対応するための必要な制度的措置等を検討し
ていく。

また、今後、再生可能エネルギーの更なる導入や大規模電力需要の局地的な立地が見込まれる中、地域間
連系線の整備の在り方の見直しが必要になる可能性がある。このため、広域連系系統のマスタープランにつ
いて、将来の再生可能エネルギーの導入状況や大規模需要の立地状況等を踏まえた見直しの検討を進めてい
く。

加えて、再生可能エネルギーを最大限活用するとともに、自然災害時等のレジリエンスを強化し、電力の
安定供給を確保するためには、地内基幹系統等を効率的に整備することも重要である。これまで地内基幹系
統は、エリアの一般送配電事業者が整備してきたが、更なる計画的整備のため、地域間連系線と一体的に整
備するものや広域的取引に資するものは、電力広域的運営推進機関の関与の下で、一般送配電事業者が整備
を進めることとした。こうした中、再生可能エネルギーの導入等に資する地内基幹系統等についても、これ
まで以上に効率的な整備が必要となる。このため、各エリアの一般送配電事業者等が、より効率的・計画的
に整備を進めるための仕組みを検討するとともに、再生可能エネルギー電源の立地地域の負担とその全国へ
の裨益を踏まえ、エリアを越えた費用負担の仕組みも検討していく。
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（イ）局地的な大規模需要の立地を見据えた送配電網の整備

データセンター等の付加価値の高い産業プロセスの維持・強化につながる国内投資や電化等を通じた製
造プロセス等の脱炭素化を促進していくためには、新たな大規模需要に対し、迅速かつ確実に電力供給を
行う必要がある。このため、データセンター等の系統接続申込みの規律を確保するとともに、一般送配電
事業者が早期に電力供給を開始できる場所を示した「ウェルカムゾーンマップ」を通じた立地誘導を進め
る。また、大規模需要を効率的な系統整備等の観点での適地に誘導するため、一般送配電事業者が地方公
共団体等の関係機関と連携し、適地における先行的・計画的な系統整備を促す仕組みを検討する。また、
整備を着実に推進しつつ需要家の公平性を確保するため、一般送配電事業者が行う先行的・計画的な系統
整備に係る費用が確実に回収される仕組みや、ＧＸに資する取組等を実施する事業者において、整備費用
が大規模になった場合における費用負担の在り方を検討する。

 （ウ）送配電網の整備に係る資金調達等の課題への対応

一般送配電事業者等は、これまでも、地域間連系線の整備を含め巨額の投資を行ってきたが、今後、脱
炭素化や電力の安定供給確保に向けた投資や既存設備の更新等、加速度的に巨額の投資が必要となる見込
みである。こうした中、一般送配電事業者は、レベニューキャップ制度の下、必要な系統整備等の費用の
回収の蓋然性が高いとしても、一定規模以上の大規模投資の場合、工期が長く、費用回収に長期間を要す
ることから、キャッシュフローの悪化を懸念し、その結果、必要な投資が停滞する可能性がある。また、
ＳＰＣ（特別目的会社）等を組成して行うプロジェクトファイナンスの場合において、金融機関は、費用
増額時等の費用回収のリスクを踏まえ、大規模な融資を躊躇する傾向にあり、投資が遅れる可能性がある。
今後、電力需要の増加の可能性や再生可能エネルギーの導入拡大、自然災害発生リスクの高まり等に伴い、
北海道・本州間の海底直流送電や大規模地内基幹系統等への機動的な投資が重要となる中、資金調達が制
約となり必要な投資に遅れが生じてはならない。このため、託送料金制度における費用の回収の在り方や
資金を量的に確保するための仕組みなど、制度的な対応を含めた資金調達環境の整備について検討を進め
る。

【参考】第７次エネルギー基本計画（抜粋）



⚫ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、脱炭素化の要請がより一層強まる中、地域間連系線の整備は、
再エネの大量導入と電力のレジリエンス強化につながるもの。

⚫ このため、再エネ適地と需要地を結び、国民負担を抑制しつつ再エネの導入を図るとともに、首都直下地震
等により首都圏等に集中立地するエネルギーインフラが機能不全に陥った場合のバックアップ機能の強化を
図るため、全国大での送電ネットワークの増強を進めることが必要。

【参考】地域間連系線の整備の状況と今後の方向性

中部
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北海道

東京

北陸 東北

九州

中国

四国

沖縄

関西中国間九州中国間

中国四国間

関西四国間

中部関西間

210万kW → 300万kW
(2027年度中予定)

東京中部間

周波数変換設備60Hz

50Hz

120万kW → 210万kW
(2021年3月運転開始)

531万kW※
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(2027年度中予定)

東北東京間

北海道本州間

90万kW → 120万kW
(2027年度中予定)

60万kW → 90万kW
(2019年3月運転開始)

東地域増強

関門増強

300万kW→600万kW
（2030年6月運転開始予定）

北陸関西間

中部北陸間

過去10年間で整備してきたもの

現在整備中のもの

計画策定プロセス中のもの
（基本要件策定済）

120万kW

再エネ
ポテンシャル

再エネ
ポテンシャル

※整備計画策定時
点の想定であり、電
源や別工事の動向
等を踏まえて、段階
的に運用容量が拡
大する見通し
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【参考】地域間連系線の整備の状況・課題について

⚫ 現在、電力広域機関では、マスタープランを踏まえ、東地域（北海道本州間海底直流送電）や西地域（関
門連系線）の系統整備に向けた計画策定プロセスを進めている。

⚫ いずれの整備も、事業実施主体の組成やケーブルの敷設方法、先行利用者との調整等の課題があるが、特に
ファイナンス面の課題が顕在化している。

➢ 北海道本州間海底直流送電については、送電事業のライセンスを取得したSPC（特別目的会社）を組成し、
プロジェクト自体の収益性に着目したプロジェクトファイナンスにより資金を調達することを軸に検討されている。
プロジェクトのリスクに応じた適正なリターンや、資金の量的な確保の課題について、引き続き検討を深めてい
く。

➢ 関門連系線については、一般送配電事業者等が事業実施主体となることが想定されているが、本プロジェクト
は、総額3,700～4,100億円程度の巨額な事業。事業実施主体の資金調達・費用回収の在り方が課題
となっている。

北海道本州間海底直流送電 関門連系線

概算工事費※ 1.5～1.8兆円 3,700～4,100億円

概算工期※ 6～10年程度 6～9年程度

事業実施主体
SPC等が想定

（北海道電力ネットワーク、東北電力ネットワーク、東京電力パワーグ
リッド、電源開発送変電ネットワークが有資格事業者となっている）

一般送配電事業者等
（中国電力ネットワーク株式会社、九州電力送配電株式会社、

電源開発送変電ネットワーク株式会社が有資格事業者となっている）

※基本要件策定（2024年4月3日）時点

第80回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年9月9日） 資料4 一部加工
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１．地内系統整備に関する方向性
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１－１．地内系統整備の現状・課題

• 各エリア内の送配電網の整備は、これまで、東京や中部といった各エリアの電力会社のイニ

シアティブの下で行われてきた。各電力会社は必要な供給力を自エリアで確保することを基

本とし、エリア内の送配電網の効率的な整備を進めてきており、これまでも、大規模な地内

系統の整備を含め、巨額の投資を行ってきている。

• また、マスタープランを踏まえた地域間連系線の整備と一体的に整備するものや、広域的取

引に資するものについては、広域的運営の観点から、電力広域機関の関与の下で、一般送配

電事業者が整備を進めることとし、今後、地域間連系線の整備と併せて整備に向けた検討が

進む見込み。

• こうした中、足元、再エネの更なる導入拡大が見込まれるとともに、データセンター等の大

規模需要の国内立地により電力需要が増加する見込み。このため、各エリア内の送配電網に

ついて、中長期的な電源や需要の在り方を見据え、計画的・効率的な整備が必要となる。

• この点、第７次エネルギー基本計画においても、各エリアの一般送配電事業者等が、より効

率的・計画的に地内系統等の整備を進めるための仕組みや、エリアを越えた費用負担の仕組

み、大規模需要を効率的な系統整備等の観点での適地に誘導するため、一般送配電事業者が

地方公共団体等の関係機関と連携し、適地における先行的・計画的な系統整備を促す仕組み

等を検討していくこととしており、今後、具体的な検討が必要。
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１－２．地内系統の円滑な整備に向けた方向性

• 今後整備が必要な地内系統については、中長期的な脱炭素電源の立地見込みや、国のGX産業

立地政策（ワット・ビット連携）等との整合性も考慮する必要がある。このため、国等の公

的機関が一定程度関与しつつ、一般送配電事業者等において整備を進める枠組みが必要とな

ると考えられる。

• この点、例えば、地域間連系線に関する広域系統整備計画等の枠組みを参考としつつ、一般

送配電事業者等が地内系統の整備に関する計画等を策定し整備を進める枠組みが考えられる。

• また、こうした枠組みの下で進める整備は、長工期かつ巨額の資金を要することも想定され

る。このため、こうした大規模系統整備を円滑に進めるためには、地域間連系線の整備に関

する枠組みも参考に、資金調達・費用回収を円滑化するための措置も併せて講じることが必

要となる。



【参考】地内系統等の効率的・計画的な整備

⚫ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、再エネ導入拡大と電力のレジリエンス強化に資する送電網の
整備は喫緊の課題。今後、地域間連系線に加え、地内の基幹系統等を効率的に整備することが重要。

⚫ 従来、各エリアの地内基幹系統は、それぞれのエリアの一般送配電事業者が整備してきたが、地域間連系線
と一体的に整備するものや、広域的取引に資するものについては、広域的運営の観点から、電力広域機関
の関与の下で、一般送配電事業者が整備を進めることとした。

⚫ 一方、再エネ導入等に資する地内の基幹系統等についても、これまで以上に効率的・計画的な整備が求め
られる。

⚫ また、現状、地内系統等の整備費用は、再エネ導入に資するものを含め、各エリアの託送料金負担であるが、
再エネ電源立地地域の負担と再エネの全国裨益性を踏まえ、エリアを越えた費用負担の仕組みも考えられる。
その際、各一般送配電事業者にコスト効率化のインセンティブを持たせつつ、計画的な整備を進めることを
促す仕組みの検討が必要。

①地域間
連系線

地内基幹系統
⑤ローカル系統

配電系統
②地域間連系線と
一体的なもの

③広域的取引に
資するもの

④その他

整備計画
策定主体

広域機関 広域機関 検討中※ 各エリア一送 各エリア一送

整備主体 一送等 各エリア一送 各エリア一送 各エリア一送 各エリア一送
費用回収
方法

全国調整 全国調整 全国調整
エリアの
託送料金

エリアの
託送料金

※これまでの大量小委等における議論を踏まえ現在検討中

■送配電網整備の在り方（現状）
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第58回 基本政策分科会
（2024年7月8日）
資料１ 一部加工
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【参考】地域間連系線に関する整備等計画の認定スキーム

⑤
・電力広域機関の貸付
・特定系統設置交付金

➀
広域系統整備計画
の策定

②
整備等計画の作成

③
認定の申請

④
整備等計画
の認定

電力広域機関 事業実施主体 経済産業大臣

③

④

②
整備等計画

⑤

・本計画の円滑かつ確実な実施
を確保することが、特に重要か
・計画の実施期間、実施体制等
が適切に設定されているか

➀
広域系統
整備計画

⚫ 系統整備に要する費用の資金調達の環境整備として、先般成立したGX脱炭素電源法において、新たに事業
実施主体が作成する整備等計画を経済産業大臣が認定するスキームが新設されることとなった。当該認定を
受けた事業者は、特定系統設置交付金や電力広域機関からの貸付を受けることができることとなる。
※認定の対象となる送電線等は、こう長が100km以上又は送電容量が100万kW以上の連系線となっている。

第63回電力・ガス基本政策小委員会
（2023年6月27日）

資料４ 一部加工
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２．資金調達の円滑化等に関する方向性



• 地域間連系線の整備に当たっては、再エネ賦課金を原資とする系統設置交付金や全国の託送料金、値差

収益を原資とする広域系統整備交付金によりその費用を回収することとしている（全国調整スキーム）。

• また、ＧＸ脱炭素電源法において、特に重要な送電線の整備計画を経産大臣が認定する制度を新設し、

認定を受けた整備計画のうち、再エネ利用に資するものについては、工事に着手した段階から再エネ賦

課金（特定系統設置交付金）を交付することとした。また、電力広域機関の業務に、認定を受けた整備

計画に係る送電線の整備に向けた貸付業務（値差収益が原資）を追加している。

• さらに、一般送配電事業者が行う大規模系統整備について、追加事業報酬率（1.5倍）を適用した託送料

金の申請を行うことを認めることが妥当と整理をしてきた。

• こうした措置を講じてきた一方、今後、電力の安定供給や再エネの大量導入に向けて整備が必要となる

北海道・本州間海底直流送電や関門連系線、さらには大規模な地内基幹系統等の投資規模を踏まえれば、

引き続き資金調達の課題が残存している。特に、北海道・本州間海底直流送電については、SPCを組成

して資金調達を行うことが想定されており、従来の連系線整備とは資金調達の方法・規模が異なること

を踏まえた対応が必要となる。

• この点、第７次エネルギー基本計画においても、託送料金制度における費用の回収の在り方や資金を量

的に確保するための仕組みなど、制度的な対応を含めた資金調達環境の整備について検討を進めること

としており、具体的な検討が必要。また、託送料金制度上の措置と併せて、公的な信用補完の活用や、

政府の信用力を活用した融資などの資金調達を円滑化するための方策についても引き続き検討を行う必

要がある。 13

２．系統整備に係る費用回収・資金調達の現状と課題
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【参考】審議会における主な御意見

• 資金調達が制約となり投資が出来ないことにならないよう万全の体制を尽くしていただきたい。

• 託送料金における建仮の考え方を変えてレートベースを増やすことについても１つの手段ではないかと思うので、御検討い

ただきたい。

• 過去に類を見ない規模の投資について、こうした検討は引き続き進めていただきたい。

• 規制料金の形態を取る他分野についても、完工後ではなく工事中から費用回収するスキームもあると認識している。そうし

たものを参考にしつつ、税的な手当もあるといいのではないか。

• 送配電事業者による大規模投資について、前倒し等、資金調達の困難さに対応する施策の必要性について理解。

• 再エネ拡大のためにマスタープランに従い大規模投資を進めていく一方、分散電源の地産地消という話も出ている。（送配

電網の）投資については託送料金で回収されるところ、（政策同士が）矛盾してると受け取られないよう、納得できる形で

説明されるべき。

• 案件の具体化が進んでいく中、これだけの投資規模を民間だけで対応することは難しく、昔の手法であれば公共事業的な

扱いだったもの。民間の（財務）体力を考えると、コーポレートファイナンスでは苦しいところ、公共事業的な発想も取り入れ

られたものと理解。

• 日本でも、地域間連系線の整備に係る報酬率が上がるように検討していただきたい。

• 政府が出資を行い、プロジェクト全体の信用リスクを高める必要があるのではないか。ドイツ等では報酬と

運営費用と融資コストを運開前に支払うので、諸外国の状況も見られた方が良い。

• 電力安定供給と再エネ拡大に向け、地域間連系線を含む系統整備を計画的・戦略的に進めることは重要。た

だし、系統整備を実施する際には、透明性のある適切な費用対効果の分析と評価が不可欠。追加的な措置が

非効率な事業実施につながることのないよう、国による評価と管理監督の徹底をお願いしたい。

第71回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2024年11月28日）
第83回 電力・ガス基本政策小委員会（2024年11月20日）
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【参考】地域間連系線の整備に係る資金調達・費用回収

⚫ 地域間連系線の整備について、現行制度では、着工段階では電力広域機関による値差収益を原資とした貸

付と再エネ賦課金の前倒し交付（特定系統設置交付金）が措置されている。
※認定整備等計画に基づく地域間連系線（こう長が100km以上又は送電容量が100万kW以上の連系線）の整備の場合

⚫ 託送料金（全国９エリア負担）及び再エネ賦課金（系統設置交付金）については、設備の運転開始後、
減価償却期間に渡って回収される仕組みとなっている。

再エネ賦課金
（系統設置交付金）

託送料金
系統設置交付金

前倒し交付（特定系統設置交付金）

運転開始

電力広域機関
による貸付

減価償却期間建設着工

第83回 電力・ガス基本政策小委員会
（2024年11月20日）

資料7 一部加工
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２－１．系統整備に関する資金調達の円滑化の方向性①

【託送料金の回収の在り方】

• 現行のレベニューキャップ制度では、託送料金による系統整備費用の回収は設備運転開始以降と

なるが、一定規模以上の系統整備の場合、工期が長く、費用回収に長期間を要する。こうした制

度の下では、整備実施主体は建設期間中のキャッシュフローの悪化を懸念し、結果、必要な投資

が停滞する可能性がある。

• このため、認定整備等計画に定められるような地域間連系線や一定規模以上の地内系統整備につ

いては、運転開始以降に託送料金で回収する費用の一部について、工事着工段階（運転開始前）

から回収する仕組みを検討してはどうか。

• なお、こうした措置の詳細（前倒しの割合等）を検討する上では、トータルの託送料金負担の平

準化や抑制の観点や、本措置を適用する系統整備の費用負担（特定系統設置交付金を含む）や大

規模系統の建設期間中の支出の実態等を踏まえることが必要となる。



【参考】海外における送電線整備に係る資金調達支援

17https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/085_05_00.pdf

第85回 電力・ガス基本政策小委員会
（2025年1月27日）資料５ 一部加工



【建設中の資産のレートベース（制度の概要）】

• レベニューキャップ制度においては、事業報酬は、必要な資金調達コストとして、支払利息及び株主への配当

金等に充てるための費用である。

• 一般送配電事業者が収受可能な事業報酬は、【（レートベース）×（事業報酬率）】で算定することとなって

いる。レートベースは、能率的な経営のために必要かつ有効であると認められる事業資産の価値とされ、この

中に含まれる建設仮勘定は設備自体が未完成であり、系統利用者が受益していないことを踏まえ50%を乗ず

ることとなっている。

※ 制度導入時において、一般送配電事業者の建設中の支払利息は建設仮勘定として整理しており、竣工後に資産化し、減価
償却費として費用認識していた。この際、運開後の償却費見合いの収入が発生するため、建設中の支払利息に対する手当
は建設仮勘定の50%に留まっていた。一方、現状、一般送配電事業者は効率的な資金調達のため特定の設備取得と借入金
を紐づけることを行っておらず、その設備取得に要した支払利息を建設仮勘定として資産計上していない。そのため、建
設中の支払利息は運開後に減価償却費を通じて回収されるという前提は導入時から変容しており、建設期間中においても
一般送配電事業者は財務費用について負担が生じることとなっている。

18

２－２．系統整備に関する資金調達の円滑化の方向性②

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_electricity/pdf/report_20211124b.pdf

2021年11月 託送料金制度（レベ
ニューキャップ制度） 中間とりまとめ

詳細参考資料
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託送料金制度（レベニューキャップ制度） 中間とりまとめ
（2021年11月24日） 詳細参考資料



【建設中の資産のレートベース（課題と方向性）】

• こうした中、足元、送配電設備の更なる投資が必要になっていることに伴い、一般送配電事業者等の資

金調達が大きな課題となっている。特に近年、金利が上昇しており、かつ、整備実施主体である一般送

配電事業者等の投資額に比例して調達額が増加することにより、特に建設期間中の資金調達コストの回

収に関する課題が顕在化。

• 一方、再エネ導入拡大やデータセンター等の大規模需要立地が進む中、送配電投資の社会的な要請は高

まっている状況であり、一般送配電事業者等の建設期間中の資金調達コスト回収を手当しなければ、投

資の回収予見性が立たず、資金調達にも支障をきたす。その結果、一般送配電事業者等による必要な投

資が滞ってしまうおそれがある。

• このような状況下において、建設中においても多額の財務費用を一般送配電事業者等が負担することか

ら、現状のレートベース（建設中の資産のうち50％のみをレートベースに算入）を維持した場合、事

業報酬では建設中の財務費用が十分に手当てされず、将来、一般送配電事業者の資金調達にも支障をき

たし、送配電設備への必要な投資が滞るおそれがある。

• こうした課題を踏まえて、レートベースにおける建設仮勘定の取扱いについても検討していくこととし

たい。

20

２－２．系統整備に関する資金調達の円滑化の方向性②
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【参考】託送料金制度におけるレートベースの考え方

• レートベースは、能率的な経営のために必要かつ有効であると認められる事業資産の価値で

あり、 「特定固定資産、建設中の資産、使用済燃料再処理関連加工仮勘定、核燃料資産、特

定投資、運転資本、繰延償却資産」の合計額で表される。

• このうち、建設中の資産については、設備自体が未完成であり、系統利用者が受益していな

いことを踏まえ50%を乗ずる運用となっている。

一般送配電事業者
小売電気事業者

・需要家

託送料金として回収

×事業報酬率

レートベース
・建設中の資産

（建設仮勘定の50％）
・
・
・



【特定系統設置交付金の託送料金上の整理について】

• 地域間連系線の整備であって一定規模以上のもの（認定整備等計画の対象系統）に対しては、利

息相当分や保険料、債務保証料相当分として、再エネ賦課金を原資とする特定系統設置交付金を

運転開始前（建設期間中）から交付することが可能となっている。

• 特定系統設置交付金は「運転開始前段階からの資金供給により、整備主体の資金調達の一部を支

援し、系統整備を円滑に進める」ことを目的としており、より詳細には「事業実施主体の建設中

の資金繰りを改善する」ことを達成することを主な目的とする制度である。今後具体的な系統整

備に交付を行うに当たっては、上記の目的を踏まえ、託送料金制度上の扱いを整理する必要があ

る。

• この点、同交付金が電気事業雑収益として控除収益※に整理される場合、特定系統設置交付金を

収受した分だけ託送料金が減額し、建設中の事業実施主体のキャッシュフローは特定系統設置交

付金を交付しなかった場合と比較した場合ほぼ不変となる。

※ レベニューキャップ制度における規制料金の原価は、「①支出（営業費）＋②資金調達コスト（事業報酬）－③収入（控除
収益）」の計算式で表される。このうち、③控除収益は、電気事業雑収益や預金利息等の収益が計上される。料金原価上、控除
収益が大きくなれば、全体の料金原価が小さくなる（圧縮される）。

• こうした現状を踏まえて、特定系統設置交付金の託送料金制度上の扱いについて整理を行うこと

としたい。
22

２－３．系統整備に関する資金調達の円滑化の方向性③



⚫ 特定系統設置交付金は、①建設着工から運転開始までの期間も再エネ特措法上の賦課金方式を活用した
資金供給を行うことで、より円滑な系統整備を促進すると同時に、②例えば利息相当分などの将来的なコスト
削減の効果が認められる費用を対象とし、トータルでの国民負担の低減に資することを目的としている。

⚫ そこで、事業実施主体の建設期間のキャッシュアウトを可能な限り抑制し、トータルの国民負担を低減する観点
から、利息相当分の費用に加えて、利息低減による将来的なコスト削減効果が認められる債務保証料（※

１）、保険料（※２）相当分の費用について、特定系統設置交付金の対象費用（※３，４）とする。

（※１）債務保証により、低い金利での借入れが可能となる。この点も踏まえ、債務保証契約に基づき工事期間中に建設のため
に発生する債務保証料に限って対象とする。

（※２）保険により、低い金利での借入れが可能となる。この点も踏まえ、保険契約に基づき工事期間中に建設のために発生する
保険料に限って対象とする。

（※３）対象費用は、実額ベース（金利は実績に基づく加重平均金利、債務保証料・保険料は実績）で申請を行う。

（※４）交付額は、対象費用に基づく申請額に広域系統整備計画の中で算定される再エネ寄与率を乗じて算定される。

23

【参考】特定系統設置交付金の対象費用

再エネ賦課金等

託送料金等

交付期間の拡充

運転開始

従来の交付期間

電力広域機関
による貸付

減価償却期間建設着工

第55回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク
小委員会（2023年9月27日）

資料２ 一部加工
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２－４①．系統整備に係る費用増額時等の考え方

• 北海道・本州間海底直流送電のように長期かつ大規模な地域間連系線の整備等については、

整備を進める中で技術面の課題や、自然災害、先行利用者との調整等による遅延等、様々な

課題が顕在化する可能性がある。

• こうした中、整備を着実かつ円滑に進めるためには、工事費用の総額や費用が増額した際等

の回収の確実性を一定程度担保することが重要となる。特に、北海道・本州間海底直流送電

はプロジェクトファイナンスによる資金調達が想定されている中、一般的にプロジェクト

ファイナンスにおいては、当該事業から生み出されるキャッシュフローを元に返済の蓋然性

が判断される。すなわち、事前に工事費総額の回収確実性を担保しつつ、プロジェクトに係

る全てのリスクの対応策を定めることが基本となる。

• このため、第83回電力・ガス基本政策小委員会（2024年11月20日）において、想定追加費

用等に関するコストの考え方を事前に整理しガイドライン等に取りまとめるといった方針を

お示しした。

• これを踏まえて、資源エネルギー庁において、地域間連系線の整備における想定追加費用等

に関するガイドライン等の方向性について整理を行った。

• 今後、ガイドラインの内容や工事費の確認・検証等に関するプロセスについて、電力広域機

関の計画評価及び検証小委員会とも連携し、更に具体化していくこととしたい。
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２－４②．ガイドラインの考え方

• 想定追加費用等に関するガイドラインにおいては、地域間連系線の整備の各段階（概略設計、

実施設計、詳細設計）における、増額発生時の検証の視点を記載することが重要となる。

• また、託送料金や再エネ賦課金によって費用が回収される系統整備に当たっては、国民負担

の抑制の観点から、有資格事業者や事業実施主体によるコスト低減意欲を確保することが重

要。このため、将来のインフレや為替変動、材料価格の変動、自然災害等の事象による増額

が発生した（又は発生する蓋然性が高まった）場合等には、工事費の増額や工期の遅れなど

について、事業実施主体等がコスト増額を防ぐために適切な対策を講じたかどうかについて、

本ガイドラインに沿って、確認・検証を行うことが重要となる。

• さらに、コスト増額時の検証の方法に加えて、増額発生時（又は発生する蓋然性が高まった

時）の検証によって工事が中断することのないよう、工事費及び工期の変動があった（また

は変動の蓋然性が高まった）場合の手続についても定めることが重要となる。
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２－４③．ガイドラインの適用イメージ等

• 本ガイドラインに基づく費用増額等の確認・検証は、ガイドラインの作成主体である、資源エ

ネルギー庁と電力広域機関が行うこととしてはどうか。

• 具体的には、事業実施主体から費用変動の報告があった場合、速やかに電力広域機関の計画評

価及び検証小委員会と資源エネルギー庁が費用増額の内容の確認・検証を行い、この結果（金

額）を電力・ガス取引監視等委員会が確認することとしてはどうか。

※ 一般送配電事業者による託送供給等に係る収入の見通しに係る審査要領（令和6年4月1日
施行）においては、連系線・基幹系統の拡充投資に係る料金審査は「電力広域的運営推進
機関のコスト等検証小委員会（現：計画評価及び検証小委員会）における検証結果を参照
する」とされている。

• なお、本ガイドラインで定める事項は大規模な地域間連系線の整備において共通して発生する

ものである。このため、北海道・本州間海底直流送電のほか、広域系統整備計画を策定する他

の地域間連系線において費用の増額が発生した場合にも、本ガイドラインを適用したプロセス

とすることが必要ではないか。

• また、本ガイドラインを適用するような大規模な地域間連系線の工事費については、電力広域

機関の計画評価及び検証小委員会の確認・検証の確認後に、広域系統整備計画が作成され経済

産業大臣が認定等を行うこととしている。こうしたスキームを踏まえ、工事費等の決定に関す

るプロセスの在り方も検討していくことが必要となる。



27

【参考】第88回広域系統整備委員会（2025年3月21日）

https://www.occto.or.jp/iinkai/kouikikeitouseibi/2024/files/seibi_88_01_01.pdf



計画評価及び検証小委員会（旧：コスト等検証小委員会）（電力広域機関）
※電力・ガス取引監視等委員会事務局及び資源エネルギー庁は、オブザーバーとして参加
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【参考】ガイドラインに基づく地域間連系線の整備の費用増額時等のフロー（イメージ）

経済産業省
電力・ガス取引
監視等委員会

電力広域的
運営推進機関事業実施主体

コスト変動見込み発生 変動要因等の報告

（必要に応じて）
広域系統整備計画の

変更・届出（電力広域機関）

金額の確認
（電力・ガス取引監視等委員会

／経済産業省）

費用負担 確定
再エネ賦課金の交付
値差収益の交付

（必要に応じて）
広域系統整備計画の
受理（資源エネルギー庁）

ガイドライン策定

ガイドラインに基づき確認・検証費用増額の申請

※一般送配電事業者が
託送料金として申請



【プロジェクト開始後の費用増額時のコストの考え方】

⚫ 北海道本州間海底直流送電は、SPCを組成したプロジェクトファイナンスによる事業実施が想定されている。

一般的にプロジェクトファイナンスは、当該事業から生み出されるキャッシュフローを元に返済の蓋然性が判断

されるため、事前にプロジェクトに係る全てのリスクの対応策を定めることが基本である。

⚫ こうした中、現行の託送料金制度では、プロジェクト開始後に費用が増額した場合、一般送配電事業者が送

電事業者に支払う託送料の増額について、電力・ガス監視等委員会に申請を行い、その後、同委員会審査

がなされ、増額分の回収が認められるスキームとなっている。すなわち、プロジェクトの開始段階において、費

用増額時の回収の蓋然性が担保されていない。

⚫ この点、第67回電力・ガス基本政策小委員会（2023年12月7日）においては、「調査・設計の進展に伴

う対応事項の増加や自然災害対応、市況価格の変動等、当初予期しえない要因については、料金審査に

よる確認を経た上で、託送料金に反映させることに合理性がある。」とし、一定の費用増額時の託送料金へ

の計上の考え方を示した。

⚫ 一方、北海道本州間海底直流送電は、前例のない規模であり、SPCを組成して地域間連系線を整備する

ことも本邦初。今後、プロジェクトを進める中では、先行利用者との調整等による遅延等、様々な課題が顕在

化する可能性があるところ、着実な整備を進める観点からは、費用増額時の回収の確実性を一定程度担

保することが重要となる。

⚫ このため、これまでの整理も踏まえつつ、想定追加費用に関するコストの考え方を事前に整理しガイドライン

等に取りまとめるなど、プロジェクトファイナンスにおける費用回収の在り方を含め、検討を進めることが重要

ではないか。
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具体的な課題と対応の方向性②－２：北海道本州間海底直流送電の課題
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